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   はじめに 

 厳しさを増す人口減少・高齢化、ICT技術や経済のグローバル化の進展など、地域経済を取り巻く環境はこれま

でにないスピードで変化しています。この変化に的確に対応し、地域経済を持続的に発展させていくために、本市

の経済産業施策の方向性を戦略として取りまとめました。 

 本市経済が成長を続けていくためには、地元企業・産業の競争力を高めていくことが不可欠です。また、様々な

社会的課題が表面化していることをチャンスと捉え、課題解決と経済成長を両立していく取り組みを行政が後押し

していくことも「課題先進地東北」ならではの視点です。 

 更に、本市経済は東北の支えで成り立っています。本市の経済成長の効果を東北全体に波及させていくことも、

東北の中枢都市として求められる重要な役割と考えています。 

 この視点を踏まえ、意欲ある地元企業・産業の成長を後押ししていくこと、あらゆる人々を巻き込みイノベー

ションを促進していくこと、地域経済が成長していくための基盤づくりをしっかりと行っていくことを目指し、実

現に向けた７つのプロジェクトを打ち出しました。 

 この戦略は、本市が「真のポスト復興」へと段階を進めるための重要な布石であり、仙台・東北の人々が真の豊

かさを実感できる未来を目指して進んでいく、その羅針盤になるものと確信しています。 

 今後は、市民、企業、経済団体、大学等の皆様と本戦略の目標を共有し、豊かさを実感できる未来の実現を目指

し地域経済の成長に向けて積極的に取り組んでまいりますので、皆様のご支援とご協力をお願い申し上げます。 

 最後になりますが、本戦略の策定にあたり、経営者や経済団体、市民の皆様から多くのご意見をいただきました

こと、心より御礼申し上げます。 

仙台市長  郡 和子 
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１ 仙台市経済成長戦略2023の全体像 

            仙台・東北で暮らす人々が豊かさを実感できる未来 

「地域リーディング企業」を生み出す 
徹底的集中支援の推進 
（意欲ある中小企業の成長促進） 

ローカル経済循環を拡大する 
「地消地産」の推進 

（中小企業の持続性向上・域内経済循環促進） 

東北の豊かな未来を創る 
「ソーシャル・イノベーション都市・仙台」 

（起業支援の新たなステージへ） 

Society5.0を実現する 
「X-TECHイノベーション都市・仙台」 

（ICTによる地域産業の高度化） 

次世代放射光施設立地を最大限に生かす 
「光イノベーション都市・仙台」 
（次世代放射光施設の利活用促進） 

ダイバーシテ ィ経営による人材確保  
（多様な人材が中小企業で活躍する社会へ） 

仙台・東北のポテンシャルを高める基盤づくり  
（企業誘致推進・東北自治体とのネットワーク強化） 

地元企業の更なる成長促進 

地元企業や産業の 
競争力強化 

経済成長と 
社会的課題解決の両立 

東北の 
持続的発展への貢献 

目指す姿 

持続的な経済成長 

イノベーションによる新たな成長の促進 

取り組みの視点 

地域経済が成長する 
ための基盤づくり 

対象期間 

数値目標 

2019年度～2023年度（５年間） 

7つの重点プロジェクト 

2023年度までに黒字企業割合50％超 
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 本市は、東日本大震災発生以降、「仙台市震災復興計画」や「仙台経済ステップアッププラン」に基づき、地域産業の復
旧・復興に取り組むとともに、2014年2月には「仙台経済成長デザイン」を策定し、復興の先を見据えた地域産業の振興に
取り組んできました。 

 この間、人口減少や経済のグローバル化、第4次産業革命の進展等、本市経済を取り巻く環境は急速に変化しています。
この変化に的確に対応し、仙台・東北の経済成長につなげていくためには、目指すべき姿やその実現に向けた方向性を明確
にし、民間と行政がそれらを共有し連携して取り組んでいくことが重要です。 

 改めて本市の置かれている状況を認識し、課題と強み、目指すべき方向性を明らかにした上で、地域経済の成長を実現す
るためのプロジェクトを戦略的に実行していくため、本戦略を策定しました。 

１ 策定の趣旨 

２ 仙台市経済成長戦略2023の策定にあたって 

２ 本戦略の位置づけ 

仙台市基本計画との関係 
 仙台市基本計画、仙台市政策重点化方針2020の基本的な考え方を踏襲しつつ、地元企業の人材確保や事業承継、次世代放
射光施設立地への対応など、新たな政策課題に対応する内容としています。 
 また、本戦略の考え方については、今後策定する新たな仙台市基本計画（2021年度～）にも反映させていきます。 

2 

2019年度～2023年度（５年間）の計画とします。 

３ 計画期間 

仙台市交流人口ビジネス活性化戦略との関係 
 本市の経済成長にとって交流人口拡大は極めて重要であり、東京オリンピック・パラリンピック等を契機とした情勢の変
化への迅速な対応が求められるため、「仙台市交流人口ビジネス活性化戦略」 （期間：2019年度～2021年度）を別途策定
しました。    
 この２つの戦略を通じて、本市経済の持続的な成長を目指します。 
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 本市の人口は2020年頃にピークを迎え、それ以降、本格的な人
口減少社会が到来すると見込まれています。2018年には、戦後初
めて自然動態が減少に転じており、まさに人口減少社会は現実の
ものとなっています。中でも、生産年齢人口は2000年以降減少が
続いており、今後更に加速するものと見込まれます。 

 東北地方は、全国で最も人口減少・高齢化が深刻な地域であり、
2045年には東北の総人口が2015年と比べて31％も減少すると予
測されています。 

 本市への転出入者数を見ると、東北地方に対しては転入超過で
あるのに対し、東京圏に対しては大幅に転出超過になっており、
その数は全国の市町村で１位（2017年）となっています。特にこ
の傾向は若年層で顕著になっており、東北全域から集まった若者
が本市を経由して東京圏に流出している状況です。 

１ 本格的人口減少社会の到来 

３ 仙台市経済を取り巻く環境の変化 

 日本企業の海外進出は、生産拠点の移転によるコスト削減や海
外の成長市場への販路開拓等を目的に、アジア地域を中心に進め
られてきました。 

 一方で、我が国の対内直接投資は対外直接投資を大きく下回っ
ており、国としても、対内直接投資の拡大を通じて外国企業の経
営資源を国内に呼び込み、生産性向上や新たな雇用創出などの経
済効果の創出に向けた取り組みを推進しています。 

 東北地方における海外進出企業数を見ると、東日本大震災以降
大幅に増加していますが、全国と比べると低水準となっています。 
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２ 経済のグローバル化の進展 

■ 仙台市の将来人口推計 

■ 海外への進出企業数の推移（東北6県） 

出典：総務省統計局「国勢調査」より仙台市作成 

出典：RESAS（地域経済分析システム）より仙台市作成 
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 近年、IoT、ビックデータ、AI、ロボット等に代表される先端
技術による新たな技術革新（第4次産業革命）が急速に進んでお
り、私たちの生きる社会の在り方そのものが大きく変わろうとし
ています。 

 国が発表した「未来投資戦略2018」においても、第4次産業革
命の社会実装により、人口減少や高齢化、エネルギー問題などの
多様な社会的課題を解決できる経済社会システムを実現し、先端
技術を社会生活のあらゆる部分に取り入れることで、多様なニー
ズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することが可能と
なり、誰もが格差なく暮らせる「Society5.0」の実現を目指して
います。 

３ 第４次産業革命の進展 

 地球温暖化の進行、貧富格差の拡大といった地球規模の社会課題に
対応するため、2015年9月、国連において「持続可能な開発目標
（SDGs）」が採択され、2030年までに17の目標を達成することを目
指し、各国において取り組みが進められています。 

 我が国においても、「SDGs推進本部」が設置され取り組みを進め
ているほか、産業界では、日本経団連の企業行動憲章が「Society5.0
の実現を通じたSDGsの達成」を柱として改定され、会員企業が社会
的責任を果たすことを宣言しています。 

 本市においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、将来の災害や気候
変動リスクなどに備えた「しなやかで強靭な都市」の実現に向け、
「防災環境都市づくり」を推進するとともに、世界の防災文化への貢
献と、快適で防災力の高い都市ブランドの形成を目指しています。 
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４ 資源・エネルギー・環境問題の深刻化 
■ ＳＤＧｓ１７のゴール 

■ Society5.0のイメージ 

出典：内閣府作成 

出典：国際連合広報センター 
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支店経済都市 

市内企業のうち、支店の占める割合が政令指定都市の中で最も高く、
市内事業所の所得が本社等のある市外へ流出しています。 

産業構造の特徴 

本市の産業構造を事業所数で見ると、８割を第三次産業が占めており、
その中でも卸売・小売業、飲食・宿泊サービス業の割合が高くなってい
ます。 
また、仙台市内に所在する企業の99.6%が中小企業で、うち81%が従
業員5人以下の小規模企業となっています。 

復興需要の収束 

2015年度の名目市内総生産額は5兆577億円であり、初めて5兆円を超
えました。産業別に見ると、建設業が2010年度に比べ3,961億円（約3
倍）の増となっている一方で、他の産業はほぼ横ばいの傾向です。 
これは復興需要の影響によるものと考えられますが、復興需要は今後
収束すると予測されます。 

人材の首都圏への流出 

本市には、東北各地から進学を機に若者が集まってきます。一方で、
新規大卒者の宮城県内での地元就職率は約4割と、他地域に比べて低い
状況にあります。更に、2017年の東京圏への転出超過数が全国で一番
多く、東北全域の若者が本市を経由して首都圏へ流出している状況です。 

課題先進地・東北 

本市経済は東北地方の支えで成り立っていますが、東北地方は高齢化
率、人口減少率、消滅可能性都市の割合が全国平均と比べていずれも高
くなっています。特に、人口減少は全国平均と比べ約２倍のスピードで
進んでいくことが見込まれているほか、2040年に20～30代の女性が
50%以上減少すると推測される「消滅可能性都市」が、東北地方では8
割に上るとされています。 
東北地方は、人口減少による消費の縮小、生産年齢人口の減少、総生
産の減少などが全国に先駆けて進行する「課題先進地」と言えます。 

 

 

 

 

１ 本市産業の現状と課題 

４ 仙台市経済の状況 
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■ 仙台市の市内総生産（名目）の経済活動別構成比 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」・ 
日本創成会議作成資料より推計 

■ 東北地方の高齢化率 
出典：仙台市市民経済計算（仙台市） 
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充実した都市機能 

 東北地方の中枢都市として、官公庁や多くの大企業の支店等が中心市
街地エリアに集積しているほか、東北大学周辺には学術・研究機関が集
中しています。 
 また、地下鉄東西線・南北線が市内を十文字型に走り、市内の主要地
域をダイレクトに結んでいます。 

首都圏や海外等への良好なアクセス環境 

 東京駅から新幹線で最短90分、東北の主要都市と結ばれた高速道路網、
仙台空港や仙台港との近接性など、各地へのアクセスが良好な環境にあ
ります。 

東日本大震災を契機とした社会的課題解決志向の高まり 
 東日本大震災の後、東北地方では様々な社会的課題が顕在化し、「社
会のために何かしたい」という想いを持った人々が集まるようになりま
した。 
 この活動を後押しするため、本市では「女性活躍・社会起業のための
改革拠点」として国家戦略特区の指定を受け、様々な規制緩和等の取り
組みを進めています。 

東北大学を中心にした活発な産学官連携 

 指定国立大学である東北大学を中心に、多様な産学官連携の取り組み
が行われているほか、東北大学青葉山新キャンパスに「次世代放射光施
設」の立地が決定したことで、今後より一層研究開発機能が集積するこ
とが期待されています。 

しなやかで強靭な「防災環境都市・仙台」 

 本市は、震災前から進めてきた防災の取り組みと、震災の教訓を踏ま
えた復興まちづくりにおける「市民協働による取り組み」と「市民力」
が評価され、2012年10月に防災の模範となる「ロール・モデル都市」
として国連から認定を受けました。 
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２ 本市の持つポテンシャル 

■ 東京や国内主要都市とのアクセス 

■ 国連防災世界会議（2015年） 

出典：仙台市企業立地ガイド 

出典：仙台市まちづくり政策局防災環境都市推進室 
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５ 戦略の全体像 

１ 目指す姿 

 この仙台・東北で暮らす人々が、経済的な豊かさを得られるのはもちろんのこと、社会的課題の解決が進むこ
とによる生活の質の向上や、精神的な豊かさなどを実感できる未来を目指します。 

仙台・東北で暮らす人々が豊かさを実感できる未来 

２ 取り組みの視点 

 本市の経済は東北地方全体に支えられて成長してきました。本市経済の持続的成長に向けては、本市のみならず、東北

地方全体の持続的発展を意識した取り組みが必要です。 
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 人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模が縮小していくなかで、地元企業が新たな市場をターゲットにしていくことが

求められています。一方で、経済のグローバル化の進展に伴い、国内外の都市間競争は激化しています。 

 これらの競争に打ち勝つためには、本市経済の礎である地元中小企業や産業の競争力を高めることが必要です。 

視点１ 地元企業や産業の競争力強化 

 東北地方は国内で最も人口減少・高齢化が進行しており、解決すべき社会的課題も多様化・複雑化しています。 

 SDGsやSociety5.0の実現に向けて、行政や企業、経済界など、多様な主体が一体となり、経済成長と社会的課題解決

の両立を目指していくことが求められています。 

視点２ 経済成長と社会的課題解決の両立 

視点３ 東北の持続的発展への貢献 
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３ 数値目標 
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 本市における2015年度の名目市内総生産（GDP）は、復興需要による建設業の生産額の押し

上げが影響し、5兆円を上回りました。しかし、今後復興需要の収束が見込まれるとともに、人

口減少による総生産の減少も懸念されます。 

 総生産の規模を維持していくためには、生産性の高い産業を積極的に伸ばしていくことや、企

業の生産性を向上させることが不可欠であり、市民、企業と行政が目標を共有し、官民一体と

なって取り組みを進めていくことが重要です。本戦略では、市内の黒字企業の割合が50％を超

えることを目指します（2017年度実績47.7%）。また、以下の７つの重点プロジェクトごとの

評価指標（KPI）を設定し、取り組みを進めます。 

 企業の収益の増加を市民の所得増につなげ、また、魅力的な雇用の場の創出を通じて、東京圏

への人口流出の抑制へとつなげていきます。 

４ ７つの重点プロジェクトと評価指標 

黒字企業割合 

50％超 

重点プロジェクト 評価指標 目標値 

地元企業の 
更なる成長促進 

１.「地域リーディング企業」を生み出す徹底的集中支援の推進 集中支援対象企業数 50社 

２.ローカル経済循環を拡大する「地消地産」の推進 
本市事業により生まれた域内の企業間取引件
数 

400件 

イノベーションによる 
新たな成長の促進 

３.Society5.0を実現する 
「X-TECH（クロステック）イノベーション都市・仙台」 

プロジェクトを通じた新たな製品・サービス
の開発件数 

100件 

４.東北の豊かな未来を創る 
「ソーシャル・イノベーション都市・仙台」 

開業3年後の事業継続率 
（「アシ☆スタ」の支援により開業した事業所） 

70％ 

５.次世代放射光施設立地を最大限に生かす 
「光イノベーション都市・仙台」 

次世代放射光施設有力分野における先行取組
事例創出数 

50件 

地域経済が成長する 
ための基盤づくり 

６.ダイバーシティ経営による人材確保 
女性の有業率 
（15歳以上人口のうち就業している者の割合） 

55％ 

７.仙台・東北のポテンシャルを高める基盤づくり 本市誘致による進出企業数 150件 

※目標値は2023年度までの5年間累計値 

7つの評価指標 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

戦
略
の 

全
体
像 

５ 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地
域
リ
ー
デ
ィ
ン
グ

企
業
を
生
み
出
す 

徹
底
的
集
中
支
援 

６‐① 

プロジェクト１ 「地域リーディング企業」を生み出す徹底的集中支援の推進 
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 本市は、市内の事業所に占める支店の割合が政令指定都市
の中で最も高くなっています。また、上場企業数も他の政令
指定都市と比べて少ない状況です。 

 本市の経済成長に向けては、「支店経済」に依存した産業
構造からの脱却が重要な課題であり、そのためには、域外か
ら外貨を獲得する企業や地域に雇用や域内取引を生み出す企
業など、地域経済を牽引する「地域リーディング企業」を出
来るだけ多く輩出することが求められています。 

 そのためには、「広く公平に」といった従来の行政的視点
にとらわれることなく、高い成長が見込まれる企業を徹底的
に集中支援することが必要と考えます。 

 また、人口減少による国内需要の減少が見込まれる中、今
後成長が見込まれる海外市場の需要を取り込んでいくことも
重要です。 

 このような考えのもと、地域の支援機関や経済団体と一体
となり、上場など世界を目指す企業を生み出す環境を構築す
るとともに、新事業展開や新商品開発、国内外への販路開拓
など、本市の産業全体の競争力強化や「外貨」の獲得につな
がる取り組みを集中的に支援します。 

 

■ 政令指定都市の支所・支社・支店割合（民営・2016年） 

６ 重点プロジェクト 

意欲ある中小企業の成長促進 

■ 政令指定都市所在地の上場企業数（2018年11月時点） 

出典：上場企業サーチ（国税庁法人番号システムより作成） 

出典：経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 



① 高成長が見込まれる企業や地域経済への高い波及効果が期待される企業を選定し、域内の支援機関と連携
して集中的に支援することで、上場企業や国内シェアナンバーワン企業を生み出します。  

施策1 域内支援機関と連携した徹底的個別集中支援 

革新的イノベーションによる新事業開発促進 施策2 

① 産学官連携による御用聞き型企業訪問や仙台フィンランド健康福祉センターにおける健康福祉分野でのサ
ポート、クリエイティブ産業と地場企業の融合など、本市の強みを生かし、外部人材の活用も図りながら新
事業展開や新商品開発を支援します。 

② 東北大学地域イノベーション研究センターとの連携協力協定の枠組みなども活かし、経営者や右腕人材など、
新事業創出に向けた企業の中核人材の育成を支援します。 

事業承継を契機とした経営革新の促進 施策3 

① 事業承継を経営革新の絶好の機会と捉え、後継者の育成や第二創業等を支援します。 

海外・首都圏等への事業展開支援 

① 本市企業の海外市場開拓を促進するため、ASEAN・EU諸国を重点地域とし、支援対象産業の重点化を図り
ながら、海外展示会への出展支援や現地サポート窓口を活用したきめ細かな支援などに取り組みます。 

② 国内販路開拓に向けて、首都圏のバイヤー訪問や他都市産業支援機関とのネットワークを活かしたマッチン
グの場を設定します。また、仙台の売りとなる地域ブランドを構築し、域内外でのPR・販路開拓等を進め
ます。 

③ 県や空港港湾関連団体等との連携を図りながら、仙台港・仙台空港の物流拠点としての利活用促進に取り組
みます。 

施策4 

評価指標（ＫＰＩ） 

集中支援対象企業数 50社（5年間の累計値） （参考）2017年度実績：7社 
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プロジェクト2 ローカル経済循環を拡大する 「地消地産」の推進 

 仙台市内に本社を置く企業について、中小企業の割合は約
99.6％、中小企業の従業員数の割合は約79.5％と、本市の経
済・雇用は中小企業に支えられています。 

 これらの中小企業・小規模事業者の多くは、市民生活に根差
したローカルビジネスを展開しており、その存在は地域の活力
の源となっています。 

 一方で、少子高齢化や経済のグローバル化などの環境の変化
に対し、大企業に比べて経営基盤が弱い中小企業・小規模事業
者はその影響を受けやすく、人材確保、事業承継など様々な課
題に直面しています。 

 また、大企業の支店が占める割合も高くなっており、地域内
で生み出した所得が地域外へ流出しています。 

 人口減少下にあっても、地域経済の持続的な成長を図るため
には、地域経済を牽引する企業の輩出だけではなく、地域に
とってなくてはならない中小企業・小規模事業者の事業の継続
や発展を図り、地域で消費されるモノやサービスを地域で産み
出す「地消地産」を促進することで、地域における経済循環を
拡大する視点が重要です。 

 このような考え方のもと、域内の商工団体や金融機関などと
連携し、中小企業・小規模事業者が環境の変化に的確に対応し
ていくために必要な支援施策に取り組みます。 

■ 市内に本社を置く中小企業の割合 （2016年） 中小企業の持続性向上・域内経済循環促進 

出典：都道府県・大都市別企業数（民営、非一次産業、2016年）（中小企業庁） 
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■ 仙台市内の所得の分配の状況（2013年） 

出典：RESAS（地域経済分析システム）より仙台市作成 

＜企業数＞ ＜従業員数＞ 



施策1 中小企業・小規模事業者の基礎体力向上 

施策2 労働生産性の向上 

施策3 域内資金循環の拡大 

施策4 商店街の活性化 

施策5 地域に根差した農食ビジネスの推進 

① (公財)仙台市産業振興事業団において経営相談やセミナーなどを行うとともに、国や県、商工会議所・商工会、
金融機関等と連携し、企業が抱える様々な経営課題へのきめ細かなサポートを行います。 

② 中小企業の資金繰りを支えるため、企業のニーズに応じた見直しを行いながら、本市融資制度の運用を行います。 
③ 地元企業が維持してきた雇用や技術、ノウハウを未来につなぐため、関係機関との連携や役割分担を図りながら、
円滑な事業承継を促進します。 

① 企業の先端設備導入を促進するため、生産性向上特別措置法に基づく固定資産税の特例措置等を行います。 
② ICT活用による省力化・効率化促進に向けて、相談やセミナー、地元ICT関連企業とのマッチング等を行います。 

① 域内企業同士の取引を増やし、地域内での資金循環を拡大するため、中小企業の課題を企業間連携により解決す
る取り組みや地元企業の交流の場の設定など、ビジネスマッチングの機会を創出します。 

② 競争入札に係る地域要件の設定や地元企業を優先した指名等を行うことにより、地元企業の受注機会の確保に取
り組みます。 

③ 地域の企業の製品・商品・サービスの認知度向上に向けて、情報発信の充実に取り組みます。 

① 地域生活を支える商店街の機能の維持・向上を図るため、「まちゼミ」「まちバル」など顧客開拓につながる取
り組みを重点的に支援するとともに、好事例の横展開に向けて、商店街間のネットワーク構築を進めます。 

② 商都仙台の顔である中心部商店街の活性化に向けて、定禅寺通活性化などの中心市街地活性化施策やインバウン
ド関連施策等と連動した取り組みを進めます。 

① 農商工連携の拠点となる施設を整備する民間事業者等への支援や、農産物の販路拡大に向けた新たなビジネスモ
デルの構築等を通じて、農業の高付加価値化や農業分野における地消地産の取り組みを推進します。 

 ※農業振興については、本市農業施策の上位計画である「農業施策の方向性」等に基づき、農業の所得向上や多様な経営体の育成、 
  経営基盤の確保等に取り組みます。 

評価指標（ＫＰＩ） 

本市の事業により生まれた域内の企業間取引件数 400件（5年間の累計値） （参考）2017年度実績：71件 12 
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プロジェクト3 Society5.0を実現する「X-TECH(クロステック)イノベーション都市・仙台」 

 本市は、東京からのアクセスの良さや、多くの高等教育機関
が集積し、若く優秀な人材が豊富であることなどの強みを生か
した企業誘致活動に取り組んでおり、大手・中堅のICT関連企
業などの集積が進んでいます。 

 また、東北大学情報知能システム研究センター等において、
大学の最先端技術を活用した事業化の取り組みが進められてい
るほか、防災・減災等の分野を中心とした近未来技術実証の取
り組みや、海外の知見を取り入れ若手ICT人材の成長を支援す
るプログラムなど、産学官連携の取り組みが活発に行われてい
ます。 

 このような強みを生かしながら、IoTやAI、ロボットなどの
先端技術と、今後市場の拡大が見込まれる健康福祉、農林水産
業、スポーツ分野等との融合による新事業創出「X-TECH(ク
ロステック)」を推進するとともに、取り組みの基盤となる、
ICT産業の更なる振興や高度ICT人材の育成や確保に取り組み
ます。 

 仙台に集積する多彩なプレーヤーと様々な地域課題の現場を
かけ合わせる「X-TECHイノベーション」の進展と事業化を推
進することにより、地域産業を高度化し競争力を高めていくと
ともに、新たな事業モデルが実社会に実装され、市民が先端技
術の恩恵を受け、質の高い暮らしを送ることができる
「Society5.0（超スマート社会）」を仙台の地から実現しま
す。 

ICTによる地域産業の高度化 ■ 全産業に占める情報通信業の割合（2016年・民営事業所数） 

※上位14市 
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出典：経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 
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■ X-TECH Innovation SENDAIのイメージ 

出典：仙台市作成 



施策1 

施策3 

施策4 

イノベーションの基盤となる成長性の高いICT関連企業の集積促進 

ICT人材の確保・育成 

① 国内外の大手企業や大学等の教育機関との連携枠組みを活用し、ICT関連企業と健康福祉・医療、防災・減災、
農林水産業、スポーツ等の幅広い分野の民間企業等との協業を創出し、イノベーションを促進します。 

② 民間事業者によるICTを活用した地域・社会の課題解決への取り組みを支援するとともに、 ICT関連企業間の
マッチングや新規事業創出のきっかけとなるイベント等を提供し、イノベーションが次々と創出される好環境
（ICT産業のエコシステム）の形成を目指します。 

③ 本市が保有する情報のオープンデータ化を進め、民間事業者等による地域課題解決や新たなビジネスモデルの創
出等、地域経済の活性化に向けた利活用を促進します。 

① 規制のサンドボックス制度や国家戦略特区の枠組みを活用しながら、地域ニーズや国内外への横展開の可能性を
踏まえつつ、民間企業等からの提案を活かし、各分野における実証実験や社会実装の取り組みを進めます。 

② 大規模災害時におけるドローンの完全自律飛行等を可能にする「屋外プライベートLTE通信網」を整備し、平常
時の民間利活用による国内初の最先端実証環境を構築します。 

① 成長性が高く、地域経済への波及効果の高い ICT関連企業の更なる誘致・集積を進めます。 
② 地元ICT関連企業の成長分野（IoT、AI、AR/VR、5G等）への参入を促進することで、本市ICT産業全体の底上
げを図ります。 

③ 起業家集中支援プログラムなどを通じ、ICT関連分野での起業や新事業創出を促進します。 

① 情報サービス産業に関する業界団体と連携しながら、ICT産業の即戦力人材研修プログラムや最新技術に対応し
た高度ICT人材の育成プログラムを実施します。 

② グローバルラボ仙台において、フィンランド・オウル市とのネットワークを活用し、ICT/ゲーム分野等の若手エ
ンジニア、クリエーター育成を推進します。 

③ 大学、高専、専門学校など市内教育機関と連携し、地場ICT関連企業や立地企業の人材確保を支援します。 

オープンイノベーションによる新規事業の創出 

施策2 民間事業者等との連携による実証実験及び社会実装の推進 

プロジェクトを通じた新たな製品・サービスの開発件数 100件（5年間の累計値） （参考）2017年度実績：7件 14 
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評価指標（ＫＰＩ） 
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プロジェクト4 東北の豊かな未来を創る「ソーシャル・イノベーション都市・仙台」 

■ 本市における開業支援件数の推移 
起業支援の新たなステージへ 

■ 政令指定都市の新規開業率（2014-2016年平均） 

出典：2014年経済センサス基礎調査（総務省） 
2016年経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 

 

 東日本大震災からの復興の過程において、仙台・東北では
「誰かのために」「地域のために」「復興のために」といっ
た利他的マインドによる起業の動きが活発化しました。 

 本市では、このような動きを後押しすることが、震災復興
や地域経済活性化につながると考え、「日本一起業しやすい
まち」の実現を目指し、起業支援に取り組んできました。 

 2014年1月の起業支援センター「アシ☆スタ」の開設以降、
起業相談件数・開業支援件数は飛躍的に増加し、本市の開業
率は政令指定都市中２位となるなど、起業のすそ野は拡大し、
多様な働き方の選択肢としての起業は浸透しつつあります。 

 今後は、こうした成果を雇用創出など地域経済活性化につ
なげていくため、起業後のフォローアップの充実を進めると
ともに、地域経済を牽引するロールモデル起業家の輩出や社
会的課題に対してサスティナブル（持続可能）な解決策に挑
戦する社会起業家の育成に重点的に取り組みます。 

 これらの取り組みにより、事業を通じてよりよい社会の実
現を目指す多彩な起業家が集結し、東北の豊かな未来を共創
する「ソーシャルイノベーターの聖地」を目指します。 

出典：仙台市作成 
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施策1 

施策2 

施策3 

社会起業家の育成 

起業のすそ野の更なる拡大 

① 経済的・社会的インパクトを生み出す新たなビジネスの創出や大学発ベンチャーの輩出に向け、急成長が見込ま
れる起業家を選抜し、ビジネスプランのブラッシュアップや資金調達、経済団体、大手企業や大学等と連携した
協業の創出など集中支援を行います。 

① 社会起業家の成長を後押しするため、セミナーやワークショップなど事業化や経営、マネジメントに必要な実践
的な知識を学ぶとともに、企業・投資家・支援者等とのネットワーク形成を図るプログラムを実施します。 

② Intilaq東北イノベーションセンターをはじめとした関係機関と連携しながら、新たな資金調達の手法の検討や支
援人材の育成、企業・行政など様々なセクターの人材が社会起業家の活動に参画する仕組みづくりなど、仙台・
東北の社会起業家をサポートする体制を構築します。 

③ 仙台・東北の社会起業家によるソーシャルイノベーションの取り組みを国内外に発信し、社会起業家の更なる集
積や協業の創出につなげます。 

① 起業支援センター「アシ☆スタ」について、開設後５年間の取り組みの成果を踏まえ、起業の構想段階から開業
後のフォローアップに至るまでの様々なニーズへのワンストップ支援機能の更なる充実を図ります。 

② アシ☆スタにおける女性相談員の配置や女性起業家の交流会の開催など、女性が起業しやすい環境の構築に取り
組みます。 

③ 「女性活躍・社会起業のための改革拠点」としての国家戦略特区の指定を生かし、特区のメニューを活用しなが
ら、起業促進に向けた環境づくりを行います。 

④ 次世代の起業人材を育成するため、小学生から大学生を対象とした起業家教育や起業体験の機会の充実を図りま
す。 

東北の地域経済を牽引するロールモデル起業家の輩出 

評価指標（ＫＰＩ） 

開業3年後の事業継続率※ 70％ 
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※起業支援センター「アシ☆スタ」の支援により開業した事業所 



プロジェクト5 次世代放射光施設立地を最大限に生かす「光イノベーション都市・仙台」 

次世代放射光施設の利活用促進 
■ 次世代放射光施設の産業活用・技術開発による市場創出効果 

17 
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 地域の産学官が一体となった誘致活動により、世界最高水
準の分析機能を有する「次世代放射光施設」が東北大学青葉
山新キャンパスに設置されることが決定しました。 

 2023年度（予定）の施設稼働後10年間における次世代放射
光施設の経済波及効果は1兆9,017億円とされており、そのう
ち、産業活用・技術開発による市場創出効果が1兆6,240億円、
本市地域経済への波及効果は2,346億円と試算されています。 

 また、高輝度軟X線放射光施設としての特性を生かした革新
的技術による新製品市場の創出や地場企業の新事業展開、産
学官金連携による研究開発の進展、高度理系人材の地元定
着・集積、交流人口の拡大など、仙台・東北の経済や産業の
発展に大きく寄与することが期待されています。 

 本市では、関係機関と連携しながら、施設周辺に研究開発
拠点や関連企業が集積する「リサーチコンプレックス」の形
成を目指して、研究開発施設や企業の立地・集積促進、地場
企業等の利活用促進に向けた普及啓発などに集中的に取り組
みます。 

 これらの取り組みを通じて、次世代放射光施設の立地を、
仙台・東北の産業におけるイノベーションや付加価値の創出
などにつなげ、地域経済への波及効果を最大限生み出す「光
イノベーション都市」実現を目指します。 

出典：一般社団法人東北経済連合会作成資料 

■ 次世代放射光施設を中核としたリサーチコンプレックス形成による 
  「光イノベーション都市・仙台」への展望 

出典：仙台市作成 



施策1 

施策2 

施策3 

研究開発施設や企業の立地・集積の促進 

利活用促進に向けた普及啓発 

① 当該施設を対象とした立地助成制度を創設し、施設整備を支援します。 
② 施設利用権付加入金への資金拠出及びふるさと融資制度を活用した無利子貸付による施設整備への支援を行いま
す。 

次世代放射光施設整備への支援 

次世代放射光施設有力分野における先行取組事例創出数 50件（5年間の累計値） 

① 本市に放射光施設を中核としたリサーチコンプレックスを形成するため、研究開発拠点や関連企業の立地を支援
します。 

② 本市企業立地促進助成制度の拡充、地域未来投資促進法に基づく税制優遇、本市が保有する施設利用権の活用な
ど、有効なインセンティブを検討し、立地促進を図ります。 

③ 放射光施設の活用が特に期待される分野の企業に対し、本市の立地環境や支援をPRすることにより、積極的な誘
致活動を実施します。 

18 
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① 仙台・東北の地場企業等の施設利活用を促進するため、東北各県公設試験研究機関との連携体制を構築すると
ともに、既存放射光施設によるトライアルユースを実施します。 

② 次世代放射光施設の利活用に向けた普及啓発のため、施設の利用方法や測定事例に関する説明会等を開催しま
す。 

評価指標（ＫＰＩ） 



19 

プロジェクト6 ダイバーシティ経営による人材確保 

 景気の回復基調による労働需要の高まりや生産年齢人口の
減少の進行に伴い、有効求人倍率はバブル経済期並みとなっ
ており、特に中小企業・小規模事業所では人材の不足感が強
まっています。 

 本市が中規模事業所を対象に実施した調査でも、域外への
事業展開の妨げとなっている要因として約９割の企業が「人
材の不足」を挙げており、戦略策定に向けた企業ヒアリング
でも、人材確保に苦慮しているという声が多く聞かれました。 

 また、本市には大学や専門学校等が集積しており、進学を
機に多くの若者が仙台に集まるものの、その多くは卒業後首
都圏に流出しており、2017年時点で、本市は東京圏への転
出超過数が全国で最も多くなっています。 

 このような状況が続くことは、地域を支える中小企業・小
規模事業者の健全な成長の妨げとなる可能性があります。 

 一方で、今後生産年齢人口は減少していくことは避けられ
ないことから、企業の生産性向上の取り組みを進めるととも
に、学生の地元定着やUIJターン就職促進の取り組みに加え、
ダイバーシティ経営による多様な人材が活躍できる環境の構
築や国の働き方改革実行計画等を踏まえた取り組みを推進し
ます。 

出典：市内中規模事業所の事業活動にかかる実態調査（2018年4月、仙台市） 

多様な人材が中小企業で活躍する社会へ 

■ 東京圏への流入人口（2017年） 

■ 域外への事業展開において阻害要因となっていること 

出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局作成資料より抜粋 
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施策1 

施策2 

施策3 

高度人材等UIJターン促進 

多様な人材が活躍できる環境の構築 

① 学生・保護者等への地元企業の情報発信を強化するとともに、学生と企業経営者等との交流機会の創出などを通
じて、学生に「地元企業」というキャリアの選択肢の周知を進めます。 

② 産業界や教育機関との連携によるキャリア教育の実施を通じて、児童生徒や学生が地場産業や地元企業を知る機
会を創出することで、将来の地元定着につなげます。 

③ 地元企業の人材確保と若者の地元定着を図るため、市内中小企業就職者を対象に奨学金返還に対する支援を行い
ます。 

① 地元企業の成長を促す即戦力人材の確保の観点から、県や東北の自治体、民間事業者等とも連携し、本市で働く
魅力や地元企業の情報発信などを通じて首都圏のUIJターン就職希望者の掘り起こしを進めるとともに、求職者
と地元企業とのマッチングを行います。   

① 地元企業を対象に、女性やシニア人材、高度外国人材や障害のある方など、多様な人材が活躍できる環境の構築
を支援します。 

② 働き方改革の一つの手法として注目されている雇用型テレワークや兼業・副業などの多様で柔軟な働き方につい
て、地元企業への導入に向けた普及啓発に取り組みます。 

③ コンサルティングによる地元企業の採用力向上に向けた支援を行うとともに、採用後の定着率向上に向けた職場
環境づくりに対する支援を行います。 

若者の地元定着促進 

女性の有業率※ 55％（2022年就業構造基本調査） （参考）2017年実績：51.8% 

20 
※有業率=有業者/15歳以上人口 
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評価指標（ＫＰＩ） 



出典：仙台市作成 

プロジェクト7 仙台・東北のポテンシャルを高める基盤づくり 

 本市では、都市の活力の源泉となる若い世代の雇用創出に
向けて、ICT関連企業や研究開発拠点などの誘致に取り組んで
います。東北大学をはじめとする知的資源や優秀で若い人材
の豊富さ、東京からのアクセスの良さなどの強みもあり、こ
こ数年はICT関連企業の進出が進んでおり、2017年度には過
去最高の立地件数を記録しました。 

 一方で、本市のオフィス空室率は震災以降減少が続いてお
り、企業誘致の都市間競争が激しくなる中、本市への立地を
希望するものの物件を確保できないために進出を断念した
ケースも出ています。 

 このような状況を踏まえ、市内中心部のオフィス需要に対
応した民間投資の喚起や仙台港や仙台空港などの物流機能の
強化など、企業・産業の更なる集積に向けた都市基盤づくり
を進めるとともに、より魅力のある質の高い雇用を創出する
ため、本社機能や外資系企業の誘致を推進します。 

 また、東日本大震災の経験と教訓を踏まえた「防災環境都
市づくり」を推進するとともに、本戦略の取り組みの視点で
ある「東北の持続的発展への貢献」に向けて、東北の各自治
体との広域的な取り組みの充実強化を図ります。 

 

 

■ 仙台市内の平均オフィス空室率の推移 

企業誘致推進・東北自治体とのネットワーク強化 ■ 本市の企業誘致件数の推移 

21 出典：オフィスマーケットレポート（三幸エステート） 

※2018年は11月末までの平均値 
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施策1 

施策2 

施策3 

企業や産業の集積に向けた都市基盤づくり 

防災環境都市づくりの推進 

① 豊富な若手人材や良質な研究開発環境、自然災害に強い立地環境などの本市の強みを活かし、地域経済への波及
効果が高い本社機能、研究開発拠点、ICT関連企業等の誘致を進めます。 

② 蒲生北部地区について、市有地の利活用を希望する事業者の募集や契約に関する手続きを円滑に進め、当地区全
体に産業集積を図ります。 

① 本市への企業や産業の集積を加速させるため、（仮称）都心再構築プロジェクトとの連動を図りながら、オフィ
スビルの建て替えなど民間投資を促進します。 

② 東北地方における広域物流拠点である仙台港及び仙台空港について、周辺環境の整備を推進し、物流機能の強化
を図ります。 

① 地域における低炭素でかつ防災性の高い分散型のエネルギー供給の普及や次世代エネルギーの創出等の取り組み
を推進します。 

② BOSAI-TECH（防災×ICT）やドローン等の実証実験などを通じて、東日本大震災の経験と教訓を踏まえた新た
な防災関連産業の創出を目指します。 

雇用と経済効果をもたらす企業の集積 

本市誘致による進出企業数 150件（5年間累計値） （参考）2015-2017年度間平均：23件 

22 

施策4 東北の自治体とのネットワークの強化 

① 山形市との包括連携協定に基づき、UIJターン就職促進等の分野における連携を推進します。 
② 東北の県庁所在地等の自治体と定期的な意見交換を行いながら、販路開拓や起業家育成、UIJターン就職など、
経済分野における広域的な取り組みの充実強化を図ります。 

③ 東北の地場企業等による次世代放射光施設の利活用を促進するため、東北各県公設試験研究機関との連携体制を
構築します。 
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評価指標（ＫＰＩ） 
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７ 戦略の推進について 

１ 進捗状況の管理 

 本戦略の推進にあたっては、事業の進捗状況や数値目標の達成状況等について定期的に公表を行うとともに、経済
団体との意見交換や地元企業等へのヒアリングの場を定期的に設け、現場の生の声を伺いながら、戦略の目的を達成
するための具体的な施策を検討・実施していきます。 

 また、今後、急激な経済情勢の変化や本市の新たな基本計画の策定等戦略を取り巻く状況に変化が生じた場合は、
必要に応じて本戦略の見直しを行っていきます。 

２ 中小企業活性化会議における審議 

 本市では、中小企業の活性化に関する基本的方向性や地域におけるそれぞれの役割を明確化するため、「仙台市中
小企業活性化条例」を制定しており、この条例に基づき中小企業の活性化に関する重要な事項を調査審議するために、
「中小企業活性化会議」を設置しています。 

 この会議においても、本戦略の推進に向けた検討を行っていきます。 
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【SDGｓ】 
 2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」。持続可能な世界を実現
するための17のゴール・169のターゲットから構成される。 
 
【Society5.0】 
 「狩猟社会」「農耕社会」「工業社会」「情報社会」に続く、人類史上５番目の新しい社会の概念。第４次産業革命によるIoT、ロボット、
AI、ビッグデータ等の新たな技術を、あらゆる産業や社会生活に取り入れてイノベーションを創出し、一人一人のニーズに合わせる形で社会
的課題を解決する超スマート社会。 
 
【地消地産】 
 地域で消費するものを地域で生産すること。「地産地消」が生産を起点としているのに対し、「地消地産」は消費を起点としたものであり、消
費者のニーズに即したものを地域で生産・加工・販売することで地域内の資金循環の拡大につながる。 
 
【ソーシャルイノベーション】 
 よりよい社会を実現するために、社会的な課題を解決する新しい仕組みを生み出し、変化を引き起こすアイデアとそれを実践すること。 
 
【X-TECH（クロステック）】 
 様々な産業分野に最先端の情報通信技術を導入し、革新的な技術やサービスを生み出す考え方。 
 
【オープンイノベーション】 
 企業が内部資源だけではなく、外部の資源（技術、アイデア、サービスなど）を活用し、新たな価値を創造すること。大手企業を中心に日
本でも取り組みが広がっている。 
 
【規制のサンドボックス制度】 
 新技術の実証実験をより迅速、円滑に実現できるよう、一定の条件のもとで一時的に規制の適用を停止する制度。事前規制は最小化
される一方、事後チェックが強化される。 
 
【リサーチコンプレックス】 
 地域に集積する研究機関、企業、大学などのプレイヤーが共同で、最先端の研究開発、成果の事業化、人材育成を統合的に展開する
複合型のイノベーション推進基盤。 
 
【雇用型テレワーク】 
 テレワークは、ICT（情報通信技術）を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方であり、このうち雇用型は企業に勤務する者が
行うもので、在宅勤務や施設利用型（サテライトオフィス等を利用）などがある。 

８ 本戦略における用語集 
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